
JILPT資料シリーズ  No.145   表1-4  （3C+ニス）背8.5ミリ

独立行政法人 労働政策研究・研修機構
The Japan Institute for Labour Policy and Training

JILPT 資料シリーズ
２０14年10月Ｎｏ．145

多様な正社員に関する解雇判例の分析



 

 

JILPT 資料シリーズ No.145 
2014 年 10 月 

 

 

 

 

多様な正社員に関する解雇判例の分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

独立行政法人 労働政策研究･研修機構 
The Japan Institute for Labour Policy and Training 

 



 

 

ま え が き 

 

近年、職務（職種）あるいは勤務地等について限定が付されて就労する、「多様な正社員」

（限定正社員）制度の導入が注目を集め、重要な政策課題となっている。そして、「多様な正

社員」をめぐる議論にあって、その雇用終了、とりわけ解雇をめぐるルールの在り方は、重

要な課題といえる。すなわち、かかる「多様な正社員」の解雇ルールは、職務（職種）・勤務

地等に限定が付されていない、従来からの典型的な正社員における解雇ルールと異なるのか

否か、異なるとすればそれはいかなる点において、どの程度異なるのかが議論の焦点である

といえよう。 

 このような問題を考察するに当たっては、従来、職務（職種）や勤務地に限定が付されて

いる期間の定めのない労働者に対する解雇事案において、裁判所がどのような法的判断を

行ってきたのかを検討してみることが有益であると思われる。しかしながら、現在のところ、

この点を網羅的に分析・検討した研究は存在しない。 

そこで、労働政策研究・研修機構では、判例において解雇権濫用法理（現在の労働契約法

16 条）が確立して以降において、上記のような限定が付されている期間の定めのない労働者

に対する整理解雇および能力不足解雇に係る裁判例を網羅的に収集するとともに、そこでの

裁判所による法的判断の傾向につき、分析を行った。 

 本資料シリーズが多くの人々に活用され、今後の労働法政策に関わる政策論議に役立てば

幸いである。 
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